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「京都府消費者教育推進計画(仮称)」(中間案)に対する意見 

 

１ ２０１２年に制定、施行された消費者教育推進法の方向性に応えて、京都府が全

国の地方自治体の中でも、いち早く国の基本方針を踏まえた消費者教育推計画の作

成に着手し、中間意見を策定したことについて評価するものである。とくに、消費者市

民社会の構築を基軸とした視点を重視していることは重要と考えている。 

 

２ しかしながら、今回の中間意見は、全体として、網羅的、抽象的であり、具体的内

容が見えてこない不十分点がある。特に中間案の「6 推進体制等」においては、(1)か

ら(4)にまでに記載されている政策の推進や取り組みのために、どのような推進体制

をとり、関連教育を他の消費者政策とどのように連携し、実効性を確保するかこそが

重要であるが、その点がほとんど記載されていない。 

 

３ また、推進母体として、消費生活審議会・施策推進部会が想定されているようであ

るが、施策推進部会には、従来、消費者教育に関わってきた人材が不足している。こ

のことからすれば、消費生活審議会とは別に、地域協議会を設置すべきであり、京都

府内の他の部門にも影響力を行使できる推進母体が必要である。 

 そこで、消費生活安全センターを中心に府内部の関係機関からも人材を輩出して貰

い、「消費者教育推進センター」を構築して推進母体とすべきである。 

さらに、消費者教育推進センターには、消費者教育の拠点としてふさわしい設備が

必要である。備えるべき設備は次のとおりである。 

・体験型の講座や研修を行うことができる教室。例えば、食育教育については生産現

場、環境問題についてはゴミ処理や汚染現場に触れる実践教育が効果的である。料



2 

 

理、添加物検出実験，糖分、塩分の測定、掃除の仕方、こわれたおもちゃの修理、お

買い物ゴッコの遊び場などが考えられる。 

・消費者問題に関連する書籍・資料を閲覧・利用できる図書館。 

・DVD やビデオを視聴できるブース。 

・欠陥商品、偽ブランド商品、違法表示が含まれるチラシ等の資料、悪徳商法の手口

を分かりやすく示したパネルなどを展示できるコーナー。 

・各種の団体が利用可能な会議室。 

 これらの設備は、消費者団体及び個人が日常的な学びの場として利用できるため

の体制がとられるべきである。 

 

４ 中間案の「3 消費者教育で目指すもの」として、①被害を回避し、トラブルに適

切に対処できる消費者、②自立する消費者、③考え行動できる消費者が挙げら

れている。これらは互いに関係しているが、並列的に並べられているだけであ

る。さらに、中間案の「５、推進の方向と今後取り組む事業」が網羅的に記載

されていてそれぞれの事業、前記の３つの「目指すべきもの」とどう関わって

いるかが不明である。 

「③主体的に考え行動する消費者」の育成が根幹であり、その中身として後の

「①被害を回避し、トラブルに適切に対処できる消費者」、「②自立する消費者」

の二つがあると考えられる。 

また、目指すものに記載されている「主体的に考え行動する消費者」は、環境

問題や地域の課題に限定しているが、そのような狭いものではない。消費者は単

なる教育の受け手ではなく、教育の場をひとつの契機として主体的意見を形成し、

様々な消費者団体や法制度を通してこれを表明し、社会を変革していくべき主体であ

る、という点にまで及ぶ理念が示されることが望ましいと考える。そして、取り組むべ

き事業は、「主体的に考え行動する消費者」など、目指すべき消費者像と関連づ

けて位置づけられる必要がある。 

 

５ 消費生活安全センターを京都府の拠点とすることが求められている。そのために

は、上記3記載の新体制を構築するとともに、消費者教育の専門家を内部に養成し、

具体的には、消費生活相談員等の経験者の中から、消費者教育のジェネラリストを

養成することが必要であり、その者が学校や地域に派遣する体制が最も重要であ

る。 

さらに、「主体的に考え行動する消費者」を育成する教育の府内の実践や実践の

ための教材開発をする体制も必要である。また、京都府独自にデータベース化するな

どの手法で、消費者教育の教材バンク、人材バンク、ティーチングマニュアルバンクな

ども考えられる。 
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６ 京都の特色の一つとして、京都の伝統産業や京野菜、京料理などの京都発信

の商品の地産地消教育があげられる。そのためには、知識教育だけでなく、こ

れらの生産現場に触れる実践教育が必要と思われる。                          

以上 

 

 


